1、 小問１について
1、 会社に対する責任（会社法423条）を代表訴訟（会社法847条）を通じて追及する方法

（1） 　本件で、ＤがＡらになしうる責任追及の方法としては、Ａらが負う会社に対する損害賠償責任を、株主代表訴訟によって追及する方法である。本件では、Ｄは設立時からの株主であり、6ヶ月以上の株式保有という要件は充たされていると解される。したがって、株主代表訴訟を提起すること自体は可能である。

（2） 　それでは、本件でＡらに会社に対する損害賠償責任は成立するか。

　　ア　まず、Ａらは423条1項にいう「役員等」にあたるか。
　　　　思うに、そもそも同条項の趣旨は、（法定責任論の論証の流用）。そうだとすれば、取締役には名目的取締役も含むと解すべきである。

　　　　これを本件についてみると、Ａは代表取締役、Ｅは監査役であり、当然「役員等」にあたる。また、Ｂ・Ｃのような名目的取締役であっても、前述の通り「役員等」にあたる。
　　イ　次に、ＡはＤから持ちかけられた儲け話に安易に乗り、実に3000万円もの会社の資金を一気にＦに提供しており、「任務を怠った」といえる。なお、Ａは会社の事業を拡張するために本件資金提供を行ったのであり、いわゆる経営判断として免責されないか問題となるも、一気に3000万円もの大金を渡すことに合理性はなく、免責されない。

　　　　また、Ｂ・Ｃも取締役会の招集を自ら行うなどしてＡの行為を抑止する法定の責任を負っていたといえ、取締役会に上程されていなかった本件Ａの行為を監督・抑止しなかったことは「任務を怠った」といえる。監査役Ｅも、Ａの行為を監査を通じて是正すべきであったものを見逃しており、「任務を怠った」といえる。

（3） したがって、まずＤは、Ａらに対し、会社に対して損害を賠償するよう、責任を追及できる。
2、 Ｄ個人に対する損害賠償責任（429条1項）を追及する方法

（1） 　さらに、本件で、ＤがＡらになしうる責任追及の方法としては、Ａらに429条1項に基づく損害賠償責任を追及する方法である。本件でこれをなし得るか。
（2） ア　この点、同条項の趣旨は、423条と同様に（法定　　　　責任論）。

　　　　とすれば、「役員等」には名目的取締役を広く含み、「職務を行うについて」とは外形上職務であるとみえる行為を広く含み、「第三者」には会社の内部者である株主も含み、「損害」は直接損害のみならず間接損害をも含むと解すべきである。

　　　イ　これを本件についてみると、取締役Ａ・Ｂ・Ｃはいうに及ばず、監査役Ｅも「役員等」にあたる。「職務」性は問題ない。Ｄは株主であり「第三者」にあたる。甲社が資金繰りに窮して事実上倒産状態になっていることから、Ｄは投資回収が困難になるという間接損害を被っており、「損害」も欠かない。
（3） 　したがって、Ｄは、Ａらに対し、自分に対して損害を賠償するよう請求することで、その責任を追及することもできる。
2、 小問２について
1、 　本件で、Ａが3000万円をＦに交付しようとしていることを事前に知ったＤ・Ｅとしては、Ａの行為を何とか止めたいと思うであろう。いかなる方法があるか。

2、 株主Ｄについて

違法行為差止請求（360条）ができた。Ａの行為は善管注意義務違反（条文）の違法行為だから。さらに総会の招集（297条）や取締役会の招集（367条）も請求できた。（赤字部分は、この記述以降のことを書き終えてから気づき、「くの字」の挿入マークで入れ込んだ）
なお、株主としては検査役の選任やＡの解任を請求することもできたのであろうが、これらは取締役に対する請求ではなく裁判所に対する請求なので、本件とは無関係と考える。
3、 監査役Ｅについて
　　　違法行為差止請求（385条）ができた。

さらに、取締役会を招集することもできた（383条2項）。Ａに説明させるためである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
